
９　収入状況について　（税込み）

(1)下水道使用料等の収入状況

(2)不納欠損の状況

となっており、対象者は15人で、前年度と比較して8人の減となっている。

受益者負担金の不納欠損処分額は66,000円で、対象者は2人となっており、いずれも前年度と

同数である。

不納欠損の理由を見てみると、下水道使用料では消滅時効によるもの（11人）が最も多くなっ

ている。受益者負担金は、全て（2人）消滅時効によるものとなっている。
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合　　　計 1,608,359,376 1,512,248,981 96,110,395 94.0
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87,746,512 84,190,847 3,555,665 95.9

受益者負担金 7,817,140 2,435,540 5,381,600

計

100.0

営 業 外 収 益 41,584,407 41,584,407 0 100.0

下水道使用料の不納欠損処分額は240,372円で、前年度と比較して64,415円（21.1％）の減

92.3

下水道使用料 45,982,105 42,426,440 3,555,665 92.3

その他の営業収益 180,000

営 業 収 益 46,162,105 42,606,440 3,555,665

180,000

395,658,611 44,431,461 89.9

他会計負担金 219,414,000

94.1

受益者負担金 61,753,790 59,508,096 2,245,694 96.4

788,604,096 748,288,121 40,315,975 94.9

計 1,451,041,934 1,366,114,498 84,927,436

特 別 利 益 2,543,400 2,543,400 0 100.0

現
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度
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営 業 収 益 659,894,438 615,282,977 44,611,461

219,414,000 0

営 業 外 収 益

0

0

0

0

0

0

100.0

その他の営業収益 390,366 210,366 180,000 53.9

93.2

下水道使用料 440,090,072

区　　分 調定額 収入額 未収入額 収入率

下水道使用料の収入率は、現年度分が89.9％で、繰越分が92.3％となっている。前年度と比較

すると、現年度分は0.2ポイント、繰越分は2.5ポイント上回っている。

受益者負担金の収入率は、現年度分が96.4％で、繰越分が31.2％となっている。前年度と比較

すると、現年度分は0.9ポイント上回っているが、繰越分は3.0ポイント下回っている。

収入状況の内訳は、次のとおりである。
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（単位：円、％）
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１０　補てん財源について　（税込み）

１１　予算議決事項について　（税込み）

一 時 借 入 金 600,000,000 300,000,000 -300,000,000

職 員 給 与 費 64,419,000 62,263,809 -2,155,191

区　　　　分 議　　決　　額 執　　行　　額 比　較　増　減

企 業 債 939,300,000 919,641,000 -19,659,000

使用することができるものである。本年度は、補てん財源額が825,958,804円に対し、資本的収

支の不足額は506,859,897円であり、残り319,098,907円が翌年度へ繰り越されることになる。

予算第６条企業債、第７条一時借入金、第９条議会の議決を経なければ流用することができ

ない経費については、いずれも議決されたところに従って適正に執行されている。

（単位：円）

計 825,958,804 506,859,897 319,098,907

上記の表にある補てん財源は、上から順に補てん財源として使用することになっており、当

該年度で補てんに使用する額が補てん財源額を下回り、残った場合は翌年度に過年度分として

長 期 前 受 金 戻 入 -325,904,051

当 年 度 分 未 処 分 利 益 剰 余 金 122,311,832 0 122,311,832

減 価 償 却 費 739,348,014

資 産 減 耗 費 36,251,786

過 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 190,060,297 190,060,297 0

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金 449,695,749 252,908,674 196,787,075

減 債 積 立 金 42,117,384 42,117,384 0

当年度分消費税及び地 方消 費税 資本 的収 支調 整額 21,773,542 21,773,542 0

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額（差引決算額）506,859,897円は、損益勘定の

現金支出を伴わない費用である減価償却費等や減債積立金等の内部留保資金で補てんされる。

　内訳は次のとおりである。

（単位：円）

区　　　分 補てん財源額 補てん額 残　　額
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